
資料３‐２

令和4年２⽉
内閣府男⼥共同参画局総務課・推進課

⼥性デジタル⼈材の育成について



⾻太⽅針2021における記載

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2021」（抄）（令和３年６⽉18⽇閣議決定）

第２章 次なる時代をリードする新たな成⻑の源泉〜４つの原動⼒と基盤づくり〜
５．４つの原動⼒を⽀える基盤づくり
（２）⼥性の活躍

今般の感染症の拡⼤によって顕在化した配偶者等からの暴⼒や性暴⼒の増加・深刻化の懸念や⼥性の
雇⽤・所得への影響、⼥性の⾃殺者の増加等は、男⼥共同参画の重要性を改めて認識させることとなっ
た。⽀援を必要とする⼥性が誰⼀⼈取り残されることのないよう、今ほど男⼥共同参画の視点が求めら
れている時代もない。

全ての⼥性が輝く令和の社会を実現するために、「第５次男⼥共同参画基本計画」88及び「⼥性活躍・
男⼥共同参画の重点⽅針2021」89に基づき、⼥性デジタル⼈材育成、ひとり親に対する職業訓練、「⽣理
の貧困」への⽀援など⼥性に寄り添った相談⽀援、フェムテック90の推進、妊産婦や困難を抱える⼥性へ
の⽀援といったコロナ禍で⼤きな影響を受けている⼥性への⽀援、養育費の不払い解消、⼥性の登⽤・
採⽤の拡⼤を含めた幅広い分野における政策・⽅針決定過程への⼥性の参画拡⼤、⼥性の視点も踏まえ
た税制や社会保障制度等の検討91、性に関する教育、性犯罪・性暴⼒対策の強化などの取組を推進する。
また、緊急避妊薬を処⽅箋なしに薬局で適切に利⽤できるようにすることについて、本年度中に検討を
開始し、国内外の状況等を踏まえ、検討を進める。感染症に伴う配偶者等からの暴⼒の増加、深刻化の
懸念を踏まえ、相談体制の充実などの取組を引き続き推進する。また、⾮正規雇⽤労働者に⼥性が多い
ことを踏まえ、⾮正規雇⽤労働者の待遇改善を図るとともに、出産後に⼥性の正規雇⽤⽐率が低下する
いわゆるＬ字カーブの解消に向け、⼥性の正規化への重点的な⽀援、男性の育児休業取得促進を図る。
さらに、安全・安⼼な親⼦の⾯会交流のための具体策の検討を進める。 （略）

88 令和２年12⽉25⽇閣議決定。
89 令和３年６⽉16⽇すべての⼥性が輝く社会づくり本部・男⼥共同参画推進本部決定。
90 フェムテックとはFemale（⼥性）とTechnology（技術）からなる造語であり、⽣理や更年期などの⼥性特有の悩みについて、先進的な技術を⽤いた製品・サービスにより対応する

もの。
91 ⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針2021参照。
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⼥性版「⾻太の⽅針」における記載

「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針2021」（抄）（令和３年６⽉16⽇政府決定）

Ⅰ コロナ対策の中⼼に⼥性を
（１）雇⽤・労働：⼥性デジタル⼈材、ひとり親の職業⽀援
○⼥性デジタル⼈材育成の推進

コロナの影響やデジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変化を⾒据え、⼥性⼈材の育成や成⻑産業へ
の円滑な移動⽀援を図っていくことが重要である。また、⼥性が活躍できる地域社会を構築することが地
⽅創⽣と少⼦化対策の鍵であるとの考えの下、管理職、更には役員へという⼥性登⽤のパイプライン3の構
築を全国津々浦々に拡げていくことが必要である。

このため、地⽅公共団体が、男⼥共同参画センター・経済団体・⼤学等と連携して⾏う、⼥性のデジタ
ル技能の学び直し・教育訓練や当該技能を活かした再就職・転職の⽀援、また、令和２年度に内閣府が作
成した⼥性リーダー育成ハンドブックを活⽤した⼥性役員候補者の育成等を、地域⼥性活躍推進交付⾦に
より⽀援する。【内閣府】
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○令和３年12月24日 第２回デジタル社会推進会議

野田聖子 男女共同参画担当大臣 発言

『女性が経済的に自立する力を高めるため、女性デジタル人材育成プランを

策定いたします。』

○基本的な考え方

「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年12月24日閣議決定）」

第６ ６．（２）② エ 女性デジタル人材育成の推進（抜粋）

・新型コロナウイルス感染症の影響やデジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変化
を見据え、デジタル人材のジェンダーギャップを解消し、女性人材の育成や成長産業
への円滑な移動支援を図っていくことが重要である。

・学校教育段階からの取組のほか、女性に対するデジタル分野のリカレント教育の機会
提供・就労支援を行うとともに、育児・介護等でフルタイムの仕事が出来ない女性も
時短・テレワークでデジタル就労ができる環境を整備する必要がある。

※具体的施策のイメージ

１．デジタルスキル取得機会の提供

２．デジタル関連資格取得の奨励

３．デジタル関連業務への就労支援

⼥性デジタル⼈材育成プランの策定について
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○今後の進め方

４月 女性デジタル人材育成プランの取りまとめ

５、６月 女性版骨太の方針や「経済財政運営と改革の基本方針2022」 （骨太の方
針）に反映し、予算を確保・実行

（参考）

「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年12月24日閣議決定）」抜粋

第６ ６．（２）② エ 女性デジタル人材育成の推進

新型コロナウイルス感染症の影響やデジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変化を見据え、デジタル人材
のジェンダーギャップを解消し、女性人材の育成や成長産業への円滑な移動支援を図っていくことが重要である。
学校教育段階からの取組のほか、女性に対するデジタル分野のリカレント教育の機会提供・就労支援を行うとと
もに、育児・介護等でフルタイムの仕事が出来ない女性も時短・テレワークでデジタル就労ができる環境を整備す
る必要がある。

このため、地方公共団体が、男女共同参画センター・経済団体・大学等と連携して行う、女性のデジタルスキ
ル取得・向上のための学び直し・教育訓練や当該スキルを生かした再就職・転職の支援等を支援する。また、ハ
ロートレーニング等において、企業のニーズにマッチした、就労に直結するデジタル分野の講座を充実させるとと
もに、e ラーニングの活用等により遠隔からの受講が可能となるよう、産学官の優良なデジタル研修講座をデジ
タル人材育成プラットフォームで共有するなどして、地域包括DX 推進拠点も活用しながら、全国に展開する。さら
に、育児・介護等で時間的制約がある女性が働きやすい時短・テレワークなど柔軟な環境や、ワークシェアリング
やコーチングなど安心して働けるサポートが充実した環境の拡大に向け、優良事例を紹介するなど、企業、地方
公共団体、国などが協力して全国に展開し、地域の女性のデジタル雇用創出と地域企業の生産性向上の実現を
図る。
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地域⼥性活躍推進交付⾦
（令和２年度第３次補正１.５億円＋追加措置１３.５億円､３年度１.５億円､補正予算５.３億円､4年度予算案３億円）

男女
センター

国民間企業

農林水産
団体

教育機
関

都道府
県

・経済産業局
・労働局 等

・男女担当部局
・経済担当部局
・福祉担当部局 等

医療法人
社会福祉法人

・商工会
・農協
・銀行

等

市区町
村

【補助率】
①活躍推進型 ： １／２

②寄り添い支援型プラス ：１／２

③つながりサポート型 ：３／４

地域経済
団体

特定非営利

活動法人
（NPO）

<多様な主体

の連携・参画
>（コミットメン
トの明確化）
人材、資金、
ノウハウ等の
提供・共有等

金融機関

女性活躍推進法
に 基 づ く 協 議 会
等多様な主体に
よる連携体制

＜地域における女性活躍の推進・課題解決＞
• ｢地域性｣を踏まえた ・定量的成果目標設定・｢見える化｣

（新型コロナウイルスの感染拡大による望まない孤独・孤立で
不安を抱える女性や解雇等に直面する女性をはじめ様々な困
難・課題を抱える女性に対する支援、ポストコロナを見据えた
女性デジタル人材の育成、女性の登用拡大等）

・官民連携
・地域連携
・政策連携

【交付上限】

①各区別ごと 都道府県 800万円（注）、
政令指定都市 500万円、市区町村 250万円

②各区別ごと 都道府県・市・特別区 800万円
町村 500万円

③一律1125万円

注）推進計画未策定市町村への策定支援事業実施等の
条件付きで1,000万円とする。

【交付対象】
地方公共団体

① 活躍推進型

女性デジタル人材や管理職・役員の育成など女性の参画拡大を推進
デジタル分野のスキル向上、女性管理職・役員育成セミナー、起業支援、
就労や正規雇用化に向けたセミナー・研修、トップの意識改革、
一般事業主行動計画策定の後押し 等

② 寄り添い支援型プラス （対象地方公共団体等交付要件の一部を拡充変更）

様々な課題・困難を抱える女性に寄り添い、意欲と希望に応じて就労までつなげて
いく支援や相談支援

孤独・孤立などの様々な課題・困難に対する寄り添った相談支援やその一環として生理

用品の提供、自立支援や就業支援への連携、女性に特化した自立支援・意識向上プロ
グラム 等

③ つながりサポート型

孤独・孤立で困難や不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復することができるよ
う、ＮＰＯ等の知見を活用（総事業に占める委託の割合が3/4以上）した相談支援やその一環
として行う生理用品の提供等のきめ細かい支援

ＮＰＯによるアウトリーチ型の相談、居場所の提供、生理用品の提供
ＮＰＯスタッフ、男女共同参画推進員、民生委員等、相談や支援を行う人材の養成 等

他の地域の
• 地方公共団体
• 地域経済団体

等

情報提供内閣府
地方公共団体
（関係団体と

連携） 交付

申請

※地方創生臨時交付金で
地方負担分に対する措置

※ ※※
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地方公共団体における地域女性活躍推進交付金を活用した取組事例（令和２年度）

〇新潟県糸魚川市：女性活躍プロモーション事業
・テレワーカー体験セミナーin塩尻の開催
・市内で唯一の職業訓練法人と連携し、女性向けテレワーク講座、実務体験研修を実施
・テレワークオフィスの運営支援・姉妹都市の長野県塩尻市と連携し、シェアワークが可能な

テレワークオフィスを開設
〇愛知県岡崎市：テレワーク就労支援事業

・テレワーク就労支援事業
・女性向けテレワークセミナー、ステップアップセミナー
・事業所向けセミナー
・マッチングイベント・相談窓口

〇奈良県奈良市：女性のキャリア継続応援プロジェクト
・クラウドソーシング推進事業在宅での就業を支援するために、より高度な技術を習得する
webデザイナー養成セミナーの開催

〇山口県長門市：女性の活躍応援事業
・テレワークで創出する多様な働き方創生事業
・テレワーク普及啓発事業：テレワーク説明会の開催
・テレワーク実践事業：テレワーカー養成プログラム

地方公共団体においては、女性デジタル人材育成に関係する支援策として、
●主にセミナーや研修会などを実施、キャリアアップ、自立につなげていくための取組、
●広く女性を対象とし、女性の経済的自立のきっかけとなる基礎的な講習会や勉強会
●企業や事業主等と仲介する場の提供、事業所向けの啓発活動
などが行われている。
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地元
シス
テム
会社

都市部企業
地域企業、
自治体 等

塩尻市振興公社
【KADO】

（塩尻市）

ワークスペースの提供、
各種研修、マネジメント 等

長野県塩尻市 塩尻市振興公社 （ KADO）の事例
～時短就労者を対象とした自営型テレワーク推進事業～

オフィス型
ワーク、

在宅型
テレワーク

等

：時短就労希望者

（柔軟な働き方を
希望する女性等）

アウトソーシング
サテライトオフィス立地

趣旨

時短就労希望者（柔軟な働き方による就労を希望
する女性等）に対し、デジタルスキル向上の機会
を提供することで、就労を促すとともに、企業等か
らの仕事を提供し、働く機会の創出につなげる。

事業の
主な特徴

・コワーキング＋在宅で就労可能
・機器、環境は振興公社が提供
・準委任契約（時間965円～）
・研修、託児等各種支援制度

就労希望者への各種研修・教育
・全国10自治体と連携（ワークシェア等）

展開

デジタルスキルを身に着けた就労希望者の増加、
受講コースの多様化、運営スタッフ（ディレクター
等）の育成などにより、仕事を獲得できるよう育成
していく。

また、本事業をフックとして、クライアント企業やデ
ジタル関連企業のサテライトオフィスの立地・集積
を促進し、立地した企業への就職を目指す。

デジタル人材として地域のDX推進に参画する。

就職
（一部）

業務委託等
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女性デジタル人材育成関連支援策の厚生労働省の例
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【⾃治体の男⼥共同参画センターとの周知連携】

※東京都北区 男⼥共同参画センター「北とぴあ」の相談スペース等での周知の様⼦

（実際の周知について︓「北とぴあ」担当より）

相談員（こころと⽣き⽅・DV相談）が制度を理
解し、相談者からの相談の中で、⽣活困窮等の
話があった際に求職者⽀援制度を紹介しており
ます。

あわせて、住⺠税や国⺠健康保険の窓⼝におい
ても、制度の紹介及びリーフレットの配架を⾏って
おります。（アルバイトのシフトが減らされた等の
相談が多い）

また、上記図の様に、相談待合スペースや資料
閲覧コーナーにおいても、リーフレットの配架もして
います。
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